
　「税政連サポート募金」は政治資金規正法の関
係上、個人の税理士の方を対象としております。
法人にお勤めの方がお振込をされる場合は個人名
をご記入下さいますようお願い申し上げます。ま
た、個人の方についても日本国籍を有する方に限
らせていただきます。（規正法第�条、第�条の５）

日　時　平成�年２月６日（木）�：�～�：�

会　場　東京税理士会館２階

参加費　無料

テーマ　〝平成�年度税制改正大綱を読む〟

【第一部　基調講演】

　　　�：�～�：�

　　　テーマ「平成�年度税制改正大綱を読む」

　　　講　師／衆議院議員 野田 毅 先生

（自由民主党税制調査会長）

【第二部　パネルディスカッション】

　　　�：�～�：�

　　　テーマ「納税環境整備を巡る諸問題」

※　事前申込みは不要です。

※　研修履歴カードを当日ご持参ください。

※　テキストは当日配付予定です。

※　講師は公務の都合により変更となることがあり

ます。

【問い合わせ先】東京税理士政治連盟事務局

☎０３―３３５６―４４７９

税理士試験・公認会計士試験・司法試験の合格者数

　 税理士試験 公認会計士試験 司法試験

平成�年 １，１９３人 １，２６２人 １，１７０人

平成�年 １，０９０　 １，３７８　 １，４８３　

平成�年 １，０５５　 １，３０８　 １，４６４　

平成�年 １，１２６　 ３，１０８　 １，５５８　

平成�年 １，０１４　 ４，０４１　 ２．０９９　

平成�年 　９６４　 ３，６２５　 ２，２０６　

平成�年 １，０５８　 ２，２２９　 ２，１３５　

平成�年 　９９９　 ２，０４１　 ２，１３３　

平成�年 １，０９４　 １，５１１　 ２，０６３　

平成�年 １，１０４　 １，３４７　 ２，１０２　

平成�年 　９０５　 １，１７８　 ２，０４９　

参考１：税理士試験の合格者は、平成８年に１，０００人を超え、
平成�年が最も多い。

　　２：公認会計士試験は平成�年から新試験制度に
　　３：司法試験は平成�年から新試験制度を導入、旧司法

試験は平成�年で終了

　修了考査合格者数

合格率合格者願書提出者年　度

�．２％　８２７人１，２１２人平成�年

�．１　１，１８６　１，７１６　平成�年

�．３　１，３２３　１，８８３　平成�年

�．２　１，４９３　２，２２１　平成�年

�．０　２，２４６　３，３５１　平成�年

�．４　２，３７８　３，６３６　平成�年

�．６　１，８４６　２，８１４　平成�年

　
国
税
審
議
会
は
、�
月
�
日
、

平
成
�
年
度
の
税
理
士
試
験
の

合
格
者
を
発
表
し
た
。

　
そ
れ
に
よ
る
と
、
合
格
者
は

前
年
度
よ
り
１
９
９
人
少
な
い

９
０
５
人
で
あ
っ
た
。
合
格
者

数
は
、
平
成
に
な
っ
て
か
ら
平

成
５
年
の
合
格
者
８
７
５
人
に

次
い
で
二
番
目
に
少
な
い
数
と

な
っ
て
い
る
。
一
度
に
５
科
目

合
格
者
は
い
な
い
。
最
年
少
�

歳
、
最
年
長
�
歳
、
い
ず
れ
も

男
性
で
あ
る
。

　
税
理
士
試
験
の
受
験
者
数
は

平
成
�
年
度
の
５
万
６
３
１
４

人
を
ピ
ー
ク
に
逓
減
傾
向
に
あ

り
、
平
成
�
年
度
の
４
万
５
３

３
７
人
ま
で
、
１
万
１
０
０
０

人
近
く
減
少
し
た
。

　
一
方
、
公
認
会
計
士
試
験
の

受
験
者
数
は
、
平
成
�
年
の
２

万
５
６
４
８
人
が
ピ
ー
ク
で
、

平
成
�
年
度
に
は
１
万
３
２
２

４
人
、
約
半
分
に
ま
で
減
少
し

た
。

　
「
税
理
士
に
よ
る
白
眞
勲
後

援
会
」
は
、
�
月
�
日
、
設
立

総
会
を
参
議
院
議
員
会
館
に
お

い
て
開
催
し
た
。

　
白
眞
勲
参
議
院
議
員
は
、
日

韓
中
小
企
業
間
の
交
流
に
力
を

注
い
で
お
り
、
そ
の
活
動
を
通

じ
て
、
両
国
の
中
小
企
業
政
策

及
び
税
理
士
制
度
に
造
詣
が
深

い
こ
と
か
ら
、
後
援
会
設
立
に

至
っ
た
。

　
設
立
総
会
に
は
、
�
人
が
結

集
し
、
規
約
、
役
員
人
事
等
を

満
場
一
致
で
承
認
。
会
長
に
は

関
本
和
幸
会
員
（
新
宿
）
、
幹

事
長
に
は
渡
邉
文
雄
会
員
（
新

宿
）
が
就
任
し
た
。

　
本
連
盟
か
ら
は
来
賓
と
し
て

内
藤
会
長
が
出
席
し
て
後
援
会

旗
を
贈
呈
し
、挨
拶
の
中
で
「国

民
の
た
め
の
税
理
士
制
度
、
租

税
制
度
の
確
立
に
は
、
議
員
の

後
援
会
活
動
が
重
要
で
あ
り
、

議
員
が
政
治
活
動
に
専
念
で
き

る
支
援
が
必
要
で
あ
る
」
と
述

べ
た
。

　
白
議
員
は
、
後
援
会
設
立
に

対
す
る
謝
辞
と
、
「
国
会
議
員

は
話
し
好
き
と
言
わ
れ
る
が
、

国
民
の
前
で
の
話
し
好
き
で
は

な
く
、
皆
さ
ん
の
声
を
良
く
聞

い
て
国
政
の
場
で
良
く
話
す
こ

と
が
大
事
と
考
え
て
お
り
、
税

理
士
制
度
、
租
税
制
度
に
つ
い

て
の
ご
指
導
を
得
な
が
ら
、
国

政
へ
の
反
映
に
努
め
た
い
」
と

抱
負
を
述
べ
た
。

（
取
材
　
広
報
委
員
会
）

　
公
認
会
計
士
と
な
る
資
格
を

有
す
る
者
は
、
次
の
要
件
を
す

べ
て
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

①
公
認
会
計
士
試
験
に
合
格
し

た
者
（
免
除
さ
れ
た
者
を
含

む
）
で
あ
る
こ
と

②
実
務
経
験
（
業
務
補
助
等
）

の
期
間
が
２
年
以
上
あ
る
者

で
あ
る
こ
と

③
実
務
補
習
を
修
了
（
修
了
考

査
に
合
格
）
し
、
内
閣
総
理

大
臣
の
確
認
を
受
け
た
者
で

あ
る
こ
と

　
公
認
会
計
士
と
し
て
業
務
を

行
う
た
め
に
は
、
日
本
公
認
会

計
士
協
会
に
備
え
ら
れ
て
い
る

名
簿
に
登
録
を
受
け
る
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。

【
実
務
補
習
】

　
実
務
補
習
は
、
公
認
会
計
士

試
験
に
合
格
し
た
者
に
対
し

て
、
公
認
会
計
士
と
な
る
の
に

必
要
な
技
能
を
修
習
さ
せ
る
た

め
、
公
認
会
計
士
の
組
織
す
る

団
体
そ
の
他
の
内
閣
総
理
大
臣

の
認
定
す
る
機
関
に
お
い
て
行

っ
て
い
る
（
公
認
会
計
士
法
第

�
条
第
１
項
）
。

　
そ
の
期
間
は
原
則
３
年
。
実

務
経
験
の
期
間
が
２
年
以
上
あ

る
者
に
対
し
て
は
短
縮
が
可

能
。
３
年
の
場
合
、
基
本
的

に
は
１
年
目
に
約
�
％
、
２

年
目
に
約
�
％
、
３
年
目
に

約
�
％
の
配
分
で
単
位
を
取

得
す
る
。
こ
の
間
、
�
回
の

試
験
が
行
わ
れ
る
。

　
こ
の
実
務
補
習
を
行
う
た

め
に
認
定
さ
れ
て
い
る
機
関

は
、
一
般
財
団
法
人
会
計
教

育
研
修
機
構
で
あ
る
。

　
実
務
補
習
は
、
以
下
の
よ

う
に
実
務
補
習
規
則
（
内
閣

府
令
）
第
２
条
第
２
項
で
定

め
ら
れ
て
い
る
。

①
会
計
に
関
す
る
理
論
・
実

務
②
監
査
に
関
す
る
理
論
・
実
務

③
経
営
に
関
す
る
理
論
・
実
務

④
税
に
関
す
る
理
論
・
実
務

⑤
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
関
す
る
理

論
・
実
務

⑥
公
認
会
計
士
の
業
務
に
関
す

る
法
規
・
職
業
倫
理

⑦
そ
の
他
必
要
と
認
め
る
事
項

　
こ
の
う
ち
④
税
に
関
す
る
理

論
及
び
実
務
は
、
税
務
通
論

（
２
）
、法
人
税
の
実
務
（�
）、

所
得
税
の
実
務
（
２
）
、
相
続

税
の
実
務
（
１
）
、
そ
の
他
の

税
法
（
５
）
、
国
際
税
務
（２
）

と
な
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は

コ
マ
数
。

（
注
）
金
融
庁
・
公
認
会
計
士

制
度
に
関
す
る
懇
談
会
の
資

料
に
よ
る
。

【
修
了
考
査
】

　
実
務
補
習
を
修
了
す
る
た
め

に
は
、
一
定
の
単
位
を
取
得
し

た
う
え
で
日
本
公
認
会
計
士
協

会
が
行
う
「
修
了
考
査
」
に
合

格
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
修
了
考
査
は
、
毎
年
、
１
月

に
２
日
間
の
日
程
で
次
の
科
目

に
つ
い
て
日
本
公
認
会
計
士
協

会
が
実
施
す
る
（
実
務
補
習
規

則
第
７
条
関
係
）
。

①
会
計
に
関
す
る
理
論
・
実
務

②
監
査
に
関
す
る
理
論
・
実
務

③
税
に
関
す
る
理
論
・
実
務

④
経
営
に
関
す
る
理
論
・
実
務

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
関
す
る

理
論
を
含
む
。
）

⑤
公
認
会
計
士
の
業
務
に
関
す

る
法
規
・
職
業
倫
理

　
現
在
、
修
了
考
査
の
受
験
回

数
に
制
限
は
な
い
。

◇

　
自
動
資
格
付
与
が
実
務
補
習

に
集
約
さ
れ
た
こ
と
で
税
法
に

関
す
る
コ
マ
数
は
大
幅
に
増
大

さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。

東 京 税 政 連 （６）第１９４号２０１４年（平成２６年）１月１日（水曜日） 　 　


